
柏崎市企業立地促進助成金支出状況  

№ 交付年度 業種 立地場所 雇用人数 補助率 交付決定額 

1 平成 20(2008)年度 製造業 劔工業団地 1人 20% 4,000,000円 

2 平成 22(2010)年度 製造業 藤井工業団地 2人 20% 25,307,000円 

3 平成 22(2010)年度 製造業 藤井工業団地 32人 40% 68,800,000円 

4 平成 22(2010)年度 製造業 柏崎フロンティアパーク 21人 40% 1,019,000円 

5 平成 23(2011)年度 製造業 藤井工業団地 10人 30% 12,653,000円 

6 平成 23(2011)年度 製造業 柏崎フロンティアパーク  4人 20% 7,609,000円 

7 平成 24(2012)年度 製造業 柏崎フロンティアパーク  68人 50% 7,644,000円 

8 平成 24(2012)年度 製造業 柏崎フロンティアパーク  20人 40% 64,444,000円 

9 平成 24(2012)年度 製造業 藤井工業団地 11人 40% 12,654,000円 

11 平成 25(2013)年度 製造業 柏崎フロンティアパーク  51人 50% 7,452,000円 

10 平成 25(2013)年度 製造業 藤井工業団地 6人 20% 9,500,000円 

12 平成 26(2014)年度 製造業 田尻工業団地 5人 25% 30,919,000円 

13 平成 26(2014)年度 製造業 田尻工業団地 6人 30% 6,183,000円 

14 平成 27(2015)年度 製造業 臨海工業団地 12人 30% 35,400,000円 

15 平成 27(2015)年度 製造業 柏崎フロンティアパーク  176人 50% 6,075,000円 

16 平成 28(2016)年度 製造業 柏崎フロンティアパーク  6人 25% 37,000,000円 

17 平成 29(2017)年度 製造業 柏崎機械金属工業団地 23人 40% 61,668,000円 

18 平成 29(2017)年度 製造業 田塚工業団地 5人 25% 30,888,000円 

19 平成 30(2018)年度 製造業 柏崎フロンティアパーク  5人 25% 41,225,000円 

20 平成 30(2018)年度 製造業 柏崎機械金属工業団地 20人 40% 73,639,000円 

21 令和元(2019)年度 製造業 柏崎機械金属工業団地 50人 50% 18,382,000円 

22 令和元(2019)年度 製造業 臨海工業団地 5人 25% 10,000,000円 

23 令和元(2019)年度 製造業 臨海工業団地 2人 20% 1,600,000円 

24 令和元(2019)年度 製造業 臨海工業団地 3人 20% 26,860,000円 

25 令和 2(2020)年度 製造業 柏崎機械金属工業団地 5人 25% 15,750,000円 

26 令和 2(2020)年度 製造業 臨海工業団地 14人 30% 2,000,000円 

27 令和 2(2020)年度 製造業 臨海工業団地 11人 30% 800,000円 

28 令和 2(2020)年度 製造業 臨海工業団地 12人 30% 30,140,000円 

29 令和 3(2021)年度 製造業 柏崎フロンティアパーク  6人 25% 37,775,000円 

30 令和 4(2022)年度 製造業 柏崎機械金属工業団地 20人 40% 9,450,000円 

31 令和 4(2022)年度 製造業 田尻工業団地 3人 20% 33,730,000円 

32 令和 5(2023)年度 製造業 柏崎フロンティアパーク  3人 20% 32,257,000円 

  ※ 本制度は追加助成できる仕組みとなっているため、上記内には重複している企業があります。 

 【本制度の概要（参考）】 

  対象地域内で操業する企業に対し、工場用地や建物・構築物・機械設備等の取得費を助成する制度です。 

 地域や新規常用雇用者数に応じて、対象経費の２割から５割を支援します。 

 １ 対象地域 

柏崎フロンティアパーク 柏崎機械金属工業団地 柏崎臨海工業団地 劔工業団地 

藤井工業団地 柏崎田尻工業団地 西山工業流通団地 市長の認める国有地及び公有地  

 ２ 対象事業者 

  ・ 製造業に分類される事業者 

  ・ 新潟県知事の承認を受けた地域経済牽引事業計画に従って実施される事業（者） 

 【注意】 

  上記は本制度の利用状況であるため、過去１０年に市内へ立地した企業すべての一覧ではありません。 

令和５（２０２３）年１１月２３日  
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